
(単位：千円)

科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額

資　産　の　部 負　債　の　部

流　動　資　産 10,846,522 流　動　負　債 18,736,032

現 金 及 び 預 金 142,909 買 掛 金 269,254

売 掛 金 7,175,546 短 期 借 入 金 17,311,341

前 払 費 用 653 未 払 金 14,781

未 収 入 金 3,510,027 未 払 費 用 645,584

短 期 貸 付 金 62,966 未 払 法 人 税 等 726

立 替 金 108,434 前 受 金 166,416

そ の 他 4,085 預 り 金 10

貸 倒 引 当 金 △ 158,100 工 事 損 失 引 当 金 79,755

為 替 予 約 22,878

未 払 消 費 税 等 196,430

固定資産 3,149,645 そ の 他 28,853

有形固定資産 450

機 械 装 置 450 18,736,032

工 具 器 具 備 品 0 純　資　産　の　部

株　主　資　本 △ 4,739,819

投資その他の資産 3,149,195 資　　本　　金 100,000

関係会社株式及び
出 資 金

3,005,379

差 入 保 証 金 536 利 益 剰 余 金 △ 4,839,819

長 期 前 払 費 用 3,936 その他利 益剰 余金 △ 4,839,819

繰 延 税 金 資 産 139,332 繰 越 利 益 剰 余 金 △ 4,839,819

そ の 他 10

評価・換算差額等 △ 44

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △ 44

△ 4,739,863

13,996,168 13,996,168

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております）

貸　借　対　照　表

(2023年3月31日現在)

負 債 合 計

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負債及び純資産合計



(単位：千円)

売 上 高 14,783,552

売 上 原 価 14,135,638

647,913

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 456,027

191,886

受 取 利 息 及 び 配 当 金 178,644

そ の 他 14,607 193,252

支 払 利 息 263,542

為 替 差 損 12,017

そ の 他 87,847 363,407

21,730

21,730

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △ 146,720

法 人 税 等 調 整 額 158,831 12,110

9,620

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております）

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

損　益　計　算　書
(2022年4月1日から2023年3月31日まで)

科　　　目 金　　　額

売 上 総 利 益

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益



1. 重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式及び出資金…移動平均法による原価法

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ…時価法

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

主として総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により

算定)を採用しております。

(4) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

　定額法を採用しております。

② 無形固定資産

　定額法を採用しております。なお、ソフトウエアについては、社内における利用可能期間(5年)に

基づく定額法を採用しております。

(5) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等

特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 工事損失引当金

　受注工事に係る将来の損失に備えるため、期末手持工事のうち損失発生が確実視され、かつ、

その金額を合理的に見積もることができる工事について、当該損失見込額を計上しております。

(6) 収益及び費用の計上基準

当社は、電線ケーブルの製造を主な事業内容としており、これらの製品の販売については、国内販売

においては主に顧客により製品が検収された時又は顧客に製品が到着した時に、輸出販売においては

主にインコタームズ等で定められた貿易条件に基づきリスク負担が顧客に移転した時に収益を認識し

ております。

また、製品の製造・販売に加え、販売した製品の据付工事など工事の設計・施工に係る事業も営んでおり、

これらの請負工事については、一定の期間にわたり充足される履行義務については、履行義務の充足に係る

進捗度を見積もり、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しております。

一定の期間にわたり充足されるものでない場合には、一時点で充足される履行義務として主に据付が完了した

時点で収益を認識しております。

(7) ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約等の振当処理の対象となっている

外貨建金銭債権債務については当該為替予約等の円貨額に換算しております。

個別注記表


